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第５章 許 可 後 の 手 続

第１節 変更許可

許可を受けた開発行為の内容を変更する場合には変更許可申請（細則別記第８号様式の３）を行わな

ければなりません。

１ 変更許可を受けなければならない場合（法第３５条の２）

(1) 開発区域（開発区域を工区に分けたときは開発区域又は工区）の位置、区域、規模を変更しよう

とするとき。

(2) 開発区域内において予定される建築物又は特定工作物の用途の変更を行うとき。予定建築物の用

途により設計内容の決定を行う（法第３３条）ことから変更のチェックを行う必要があります。

(3) 開発行為に関する設計の変更を行うとき。ただし、予定建築物の敷地の形状の変更で、予定建築

物等の敷地の規模の１０分の１未満の増減を伴うものは、変更届の取扱になります。公共施設の位

置、規模等設計の変更を行うとき、又は公共施設の管理者及び土地の帰属に関する事項を変更しよ

うとするときは、法第３２条の協議又は同意の手続を必要とします。

(4) 工事施行者の変更を行うとき。

ただし、自己住宅用及び１ヘクタール未満の自己業務用の開発行為又は工事施行者の氏名・名称

又は住所変更は、変更届の取扱になります。

また、事業主の変更については、法第４４条又は第４５条の承継の規定が適用されます。

(5) 自己用・非自己用、居住用・業務用の別の変更を行うとき。

(6) 市街化調整区域内で行う開発行為については当該開発行為が該当する法第３４条の号及びその理

由の変更を行うとき。

(7) 資金計画の変更を行うとき。

２ 書類の作成

変更許可申請は、開発許可申請と同様の手続で行います。変更に係る書類は、変更後のものを赤字

で、変更前のものを黒字又は青字で併記し、新旧の対照を明確にして下さい。変更許可申請書に添付

する図書は、次に掲げる場合において添付する必要がありません。

(1) 登記簿謄本

新たな土地が開発区域に編入される場合における当該土地に関するもの及び土地等の所有権の変

更、又は所有権以外の権限の新たな設定又は変更があったもののほかは添付する必要がありません。

(2) 開発行為の施行同意書

登記簿謄本と同様とします。

(3) 設計者の資格に関する申告書、工事施行者の能力に関する書類

設計者又は施行者が当初許可を受けた者と異なる場合を除き添付する必要はありません。

ただし、変更後の面積が１ ha を超えることとなる場合は、設計者の資格に関する申告書は省略

できず、更に２０ haを超えることとなる場合は、設計者の経験に関する書類は省略できません。

また、設計者又は工事施行者のみを変更するときは、関係書類以外は省略してさしつかえありま

せん。

(4) 個々の変更については、事前協議の活用等により逐一許可に係らしめずに、一括して処理するこ

と等により必要に応じて事務処理の合理化を図るよう努めて下さい。

３ 公共施設の管理者等との協議
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(1) 公共施設の管理者と再協議が必要な場合

開発許可を受けた開発行為に関する事項のうち、開発行為に関係がある既存の公共施設の変更を

しようとする場合には公共施設の管理者との協議及びその同意が、開発行為又は開発行為に関する

工事により新たに設置される公共施設に関する事項の変更をしようとする場合には公共施設の管理

予定者との協議が改めて必要となります。（法第３５条の２第４項）

(2) 公益的施設の管理者と再協議が必要な場合

ア 当初の開発許可の際に法第３２条及び政令第２３条に規定する公益的施設の管理者（義務教育

施設設置義務者、水道事業者、一般電気事業者、一般ガス事業者、鉄道事業者、軌道経営者）

との協議を行った開発行為に関する事項のうち、次の事項を変更しようとする場合には再度公

益的施設の管理者と協議が必要となります。（法第３５条の２第４項、政令第３１条第１項）

1) 開発区域の位置、区域又は規模

2) 予定建築物等の用途

3) 協議をするべき者に係る公益的施設の設計

イ 当初の開発許可を受けた開発行為の開発区域面積が政令第２３条で定める面積未満（２０ヘク

タール又は４０ヘクタール）であったため、公益的施設の管理者との協議を行う必要のなかっ

た開発行為について、その開発区域又は規模の変更により、２０ヘクタール（一般電気事業者、

一般ガス事業者、鉄道事業者、軌道経営者との協議については４０ヘクタール）を超えること

となる場合には、変更許可申請の前に公益的施設の管理者との協議が必要となります（政令第

３１条第２項）。

４ 変更届

(1) 軽微な事項の変更（省令第２８条の４）については、変更届（別記第７号様式）

ア 設計の変更のうち予定建築物の敷地の形状の変更。

・予定建築物等の敷地の規模の１０分の１未満の増減を伴うもの。

・非住宅建築物又は第一種特定工作物の敷地面積増ではあるものの、当該敷地面積が

1,000㎡未満のもの。

イ 工事施行者の変更（自己居住用及び１ヘクタール未満の自己業務用の開発行為のみ）

ウ 工事着手予定年月日又は工事完了予定年月日の変更

ただし、工期の変更に伴い、資金計画が変更となる場合は変更許可申請を行わなければなり

ません。

第２節 地位の承継

１ 一般承継人（法第４４条）

(1) 一般承継人は、被承継人の有していた法第２９条第１項及び第２項の開発許可又は法第４３条第

１項の建築許可に基づく地位を引き継ぎます。

(2) 一般承継人とは、相続人のほか、合併後存続する法人又は合併により設立された法人を指します。

(3) 許可に基づく地位とは、許可を受けたことによって発生する権利と義務の全てをいい、具体的に

は次のような事項をいいます。

ア 適法に開発行為又は法第４３条の建築を行い得る権能

イ 公共施設の管理者との同意、協議によって定められている公共施設の設置、変更の権能

ウ 法第４０条第３項の費用の負担を求め得る権能
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エ 土地所有者等との関係にいて、工事につき同意している地位

オ 工事完了、工事廃止の届出の義務

(4) 相続人とは、民法第８８７条、第８８９条及び第８９０条に該当する者を示すと考えるのが妥当

であるとの見地から、これ以外の者から届出があった場合には、当該土地に関する権限の相続によ

る取得を確認する必要があります。

(5) 一般承継のあったときは、その旨を許可権者に届出なければなりません

（細則第１６条、細則別記第１３号様式）。

ただし、この届出については、一般承継人たる地位について証明されれば足りるため、必ずしも

土地に関する権限の取得を要件としません。

(6) 一般承継人に事業を継続する意志のないときは、前(5)の届出とともに工事の廃止届を提出しな

ければなりません（法第３８条、規則第３２条、省令別記様式第８）。

２ 特定承継人（法第４５条）

(1) 特定承継人とは、開発許可を受けた者から開発区域内の土地の所有権等工事を施行する権原を取

得した者です。

(2) 一般承継人とは異なり、特定承継人は許可権者の承認を得て地位を承継することができます。

（細則第１７条、細則別記第１４号様式）

(3) 法第３４条第１３号に該当するものとして開発許可を受けた開発行為については、一般承継人を

除き承継することはできません。

(4) 当初の許可どおりに開発行為を行うため、必要な資力及び信用について、当初の許可と同様に審

査します。

(5) 地位の承継は、原則として開発許可区域全体を対象として行います。

(6) 承継するにあたり、当該開発行為に何らかの変更がある場合は別途変更許可を要します。

(7) この承継は、法第４３条の許可に関しては適用されません。

(8) 開発区域が工区に分割され、その一部が既に完了している場合は、完了公告済の工区を含んで承

継する必要はありません。

第３節 完了検査（法第３６条）

１ 完了検査の時期

開発許可を受けた工事が次の段階に達したときは、許可を受けた者は完了届（省令別記様式第４，

第５）を提出して検査を受けなければなりません。（公共施設の土地の帰属に必要な書類一式は、原

則として完了届と同時に市町村へ提出しなければなりません。）

(1) 開発区域全部の工事を完了したとき

(2) 工区に分けて許可を受けたときは、工区全部の工事を完了したとき

(3) 公共施設の工事を完了したとき

水道についての工事完了検査については、水道法又はこれに準ずる条例の適用を受ける水道につ

いて当該法令による検査をすることとなっているものは、これによる検査を受けることによって本

条の完了検査を受けたものとします。

２ 添付図書

工事完了届出書には、次の図書を添付すること

(1) 工事施工状況写真（撮影位置を図示すること。）

(2) 完了実測図（排水、道路の出来高と勾配、区画と公共施設の用地分割数値等を表示したもの）
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(3) 土地利用計画図（1／ 1,000以上）１枚、位置図１枚

３ 完了検査の要領

完了検査にあたっては、次に定めるところにより行うものとする。この場合必要に応じて、関係

市町村の職員、申請者及び工事施行者の当該検査への立会を得ること。

(1) 許可に係る区域の外周、公共施設の用地及び区画の境界標については現地確認又は分筆図（土

地家屋調査士の作成したもの）と照会のうえ確認すること。

(2) 工種別に設計図書と照合のうえ確認すること。

(3) 給水施設の能力及び水質並びに消火栓、防火水槽及び終末処理施設の能力は、関係機関の証明

書等により許可内容に適合するかどうかを確認すること。

(4) 不合格としたものは、期限を定めて手直し工事を行わせること。

(5) 本節で定めていないものについては、北海道建設部土木関係請負工事検査方法書を参考とする

こと。

４ 検査済証の交付

完了検査に合格した場合には、検査済証（省令別記様式第６，第７）を交付します。

５ 完了公告

検査済証を交付したときは、遅滞なく、その工事が完了した旨の公告を行います。工事完了の効果

（建築制限の解除、公共施設の管理及び帰属など）は、検査済証の交付により生じるものではなく、

工事完了公告があった後、はじめて発生することになります。

なお、知事又は総合振興局長等が許可した開発行為については、各掲示場へ掲示することとなって

います。権限移譲市町村（３９市町村：第１章第６節参照）の長が許可した開発行為については、各

権限移譲市町が定める方法により公告することとなります。

第４節 工事完了公告前の建築制限（法第３７条）

本条は、開発区域内の土地において工事完了公告があるまでの間に行われる建築又は建設を禁止し、

開発行為が許可どおりに行われることを担保しようとするものです。

１ 建築制限

この制限は、開発許可を受けた申請者のみでなく、何人も建築物を建築し、又は特定工作物を建

設してはなりません。ただし、次に該当するものはこの限りではありません。

(1) 当該開発行為のための工事用建築物又は特定工作物。

(2) 法第３３条第１項第１４号に規定する同意をしていない者（開発区域内の土地又は建築物等に

関する権利を有している者でその開発行為に同意していない者）が、権利を有する土地に権限の

行使として自らが建築又は建設する場合。

(3) 知事が支障がないものとして認めたとき。（次項の建築承認により認められた場合。）

ただし、開発行為の完了するまでは本条承認を行うことは、開発行為の完成を担保するために

は好ましくありません。したがって、相当規模以上の開発行為について建築等を急ぐ場合には「工

区」を設定し、「工区」ごとに検査を受ける手法を取るべきと考えられます。

２ 建築承認

法第３７条の申請（別記第８号様式）により、知事が支障がないものとして認められるケースと

して、次のようなものが考えられます。

(1) 自己の居住又は業務用の建築物等の建築する場合で、以下の基準に適合する場合。

ア 建築又は建設することが開発許可工事の支障とならないこと。
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イ 開発行為がほぼ完了し、敷地に通じる道路及び流末水路等の公共施設が整備されていること。

ウ 開発行為と建築工事を区分して施工することが不適当であること。

エ 申請者と開発行為者が異なる場合の開発行為者の同意（印鑑証明含）がされていること。

(2) 官公署、地区センターなど公益施設を先行的に整備する必要があり、前号アからエの基準に適

合する場合。

(3) 第二種特定工作物に係る開発行為で、当該開発行為（土地の区画形質の変更）と第二種特定工

作物建設を一体的に行うことが合理的と認められる場合。

第５節 開発行為の廃止（法第３８条）

許可を受けた開発行為に係る工事を廃止するときは、開発行為に係る工事の廃止の届出（省令別記様

式第８）を許可権者にしなければなりません。

１ 防災措置のための条件

工事を中途で廃止されると、その周辺の地域に溢水等の被害を及ぼしたり、公共施設の機能を阻

害したりするおそれがあるので、許可の条件として、万一廃止した場合に必要な措置を要求するこ

ととしています。

２ 廃止の区域

(1) 開発行為の廃止は、常に許可を受けた開発区域の全体について廃止することをいいます。

(2) 開発区域の一部を廃止しようとするときは、残りの部分の設計内容の変更の有無にかかわらず、

法第３５条の２の規定による変更許可申請により処理します。

第６節 公共施設の管理（法第３９条）

１ 公共施設の管理者

本法では、開発行為を行う場合に一定水準の公共施設整備を義務付けたことに関連して、設置さ

れた公共施設が適正に管理されることが必要であり、そのため個々の施設について管理能力のある

管理者を特定することとし、次の場合を除いて地元市町村の管理に属すると定めたものです。

(1) 他の法律に基づく管理者が別にあるとき。

(2) 法第３２条の協議によって別に管理者を定めたとき。

法第３２条の協議が整わない公共施設についても、法律上は市町村が管理することとなりま

す。しかし協議が整わない場合には円滑に管理を引き継ぐことが困難であろうし、多くの問題

が生じることとなるおそれがあるので、事前にできる限り協議を整えておくことが望まれます。

２ 他法令による管理者

他の法律に基づく管理者が別にあるときは、例えば、道道となる道路について、道路法の規定に

より、道が管理者となることが当然に定まるような場合で、次のようなものをいいます。

(1) 道路法の道路管理者 道路法の認定、区域の決定を必要とする。

(2) 河川法の河川管理者

(3) 土地改良法の土地改良区

３ 協議による管理者の決定

(1) 法第３２条の協議により開発者自らが管理する場合で、例えば住宅団地の造成の場合など、建

築物の管理と併せて管理し、かつ、十分な管理能力を有するものと認められるようなときです。

一般に宅地分譲又は住宅分譲を行うような場合には、特別な施設を除いて開発者自らの永続的管

理は期待しにくいものと思われます。管理者の決定に当たっては、管理者の管理能力及び永続性に
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ついて十分に考慮すべきであり、また、公共施設の管理を開発者等に行わせる場合であっても、公

共施設用地の転売など後々のトラブル防止のため当該施設用地の帰属を受けることが必要です。

(2) 都市計画施設を開発区域に含む場合、法第４０条第３項の費用負担とからんで道又は国等を管

理者とすることがあります。

第７節 公共施設の土地の帰属（法第４０条）

１ 従前の公共施設に代えて新たな公共施設を設置する場合

開発行為又は開発行為に関する工事により、従前の公共施設を廃止してこれに代わる新たな公共

施設を設置する場合は、法第３６条の完了公告の翌日において次によって土地の交換を行います。

・従前の公共施設の土地で国又は地方公共団体の所有地→開発許可を受けた者の所有

・代替施設として新たに設置された公共施設の土地 →国又は地方公共団体の所有

(1) このような土地の権利の変動は、契約による譲渡又は交換によって行うべきですが、本法が公

共的な施設を整備すべき義務を課したことと関連して、代替的な機能を有する公共施設が設置され

る場合には、その敷地と従前の公共施設が当然に交換されるものとして整理することが事務処理上

簡便であると考えられるので、国有財産法及び地方公共団体の財産の処分に関する法令についての

特例を定めたものです。

(2) この規定は、従前の公共施設の用地が国又は地方公共団体の所有に係る場合にのみ適用されま

す。従前の公共施設用地が民有地である場合は当然事業主が買収するなどによって必要な権利を取

得させることにより、設置された公共施設は、原則として公共団体の管理とすべきです。

(3) 「開発許可を受けた者」とは、複数事業者の場合はそれぞれの事業者すべてと考えます。この

場合は代替施設用地の提供との関連もあり、事業計画の中で帰属すべき事業者を決定しておくべ

きです。

(4) 「従前の公共施設に代えて」とは、機能的にみて従前の施設に代わる機能を果たすもので、そ

の構造、規模等が同一であることを要せず、従前の公共施設が複数であっても、それらを単一の公

共施設にまとめて整備する場合もあり、また、新旧が等価であることを要しません。

２ 開発行為により新たな公共施設が設置される場合

開発行為又は開発行為に関する工事により、新たな公共施設を設置する場合は、法第３６条の完

了公告の翌日において国又は地方公共団体の所有となります。

第８節 開発登録簿

１ 開発登録簿の調製（細則別記第１５号様式）

開発登録簿の調製に必要なので、変更申請の内容により土地利用計画図が変更となる場合は、あ

らためて図面の提出を受けることとしています。

２ 登録簿の閲覧

登録簿の閲覧の申し出があったときは、許可権者は開発登録簿閲覧票（別記第２１号様式）に必

要な事項の記入を得たうえで、閲覧に供することとしています。

３ 登録簿写しの交付

開発登録簿写し交付請求書（細則別記第１６号様式）により登録簿写しの交付請求があったとき

は、許可権者は次のことに留意して写しを交付することとしています。

(1) 手数料の額は、交付する用紙１枚につきのものであること。（第４章第２節参照）

(2) 交付される写しには、原本より謄写したことが証明されていること。
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第９節 工事中の指導監督

１ 市町村における開発区域の巡回

道と市町村が委託契約を締結した場合は、開発行為の施工区域を巡回する業務が次のとおり発生

します。

(1) １ ha以上の開発行為について、必要に応じ開発区域の巡回を実施すること。

(2) 巡回を実施したときは、その都度開発区域の状況を別記様式により所轄の総合振興局長等に報

告すること。

２ 総合振興局等における指導監督

(1) 許可を受けた開発行為等に係る工事についての指導監督は、次により行うものとしています。

ア 工事着手届が提出された場合は、許可済標識（細則別記第１０号様式）の設置について確

認をすること。

イ 防災工事が本工事に先行して行われる場合は、防災工事の完了報告を受けた後、当該防災工

事の完了を確認のうえ、本工事の着手を認めること。

ウ 防災工事を伴う本工事の工事工程に２週間以上の変更を生じた場合は、必要に応じ本工事の

中止等の措置をしたうえで、変更後の工事工程表の提出を求め、指導及び承認を行うこと。

エ 設計変更の必要が生じた場合には、当該部分について工事を中止し、すみやかに変更許可申

請書の提出を求めること。

オ 完了検査の時点で明視できない構造物については、申請者からの報告に基づき出来型を確認

すること。

カ 前項(2)の報告で、必要があると判断されるときは、すみやかに現地調査を行い、必要な措置

を講ずること。

キ 工期が遅延したものについては、理由書及び工事工程表の提出を求め、その原因を確認する

とともに必要がある場合は、法第８１条第１項の規定に基づく監督処分等の措置を講ずること。

ク 現に工事中の建築物が許可の内容に適合しているものであること。

(2) 前項の指導監督の内容については、文書により記録しておくものとする。

(3) その他指導監督に関する事務は、「宅地開発関係監察事務取扱要領」（昭和４８年３月２２日付

宅地第１９号）により行うこと。
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○ 宅地開発関係監察事務取扱要領

宅地第１９４号
昭和４８年 ３月２２日

改正 宅地第２２２号
昭和５０年 ４月 ２日

第１章 総則

第１ 趣 旨

この要領は、宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）に基づく宅地造成に関する工事、及び

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく開発行為及び建築又は建設工事（以下「宅地開発工

事」という。）の監察（以下「監察」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

第２ 監察者の基本的態度

宅地造成等規制法及び都市計画法（以下「宅地開発関係法」という。）に基づく勧告、監督処分等は、

被命令者に対して私権を制限し、是正のための費用負担を命じ、又は告発等の措置を伴うものであるこ

とに留意し、監察を行う者（以下「監察者」という。）は業務の遂行に当たっては、現地の状況の適確な

把握に努めるとともに、常に厳正な態度で執務しなければならない。

第３ 監察及び処分の実施

監察者は監察を行う場合、あらかじめ実施計画を定めて行うものとし、観察の結果、改善を要する宅

地又は違反工事を発見した場合は、現地において口頭により是正措置をとるよう指導するとともに、す

みやかに宅地開発関係法に基づく処分を行い、時期を失して問題の解決を困難にすることのないよう迅

速かつ適切な措置を講ずるものとする。

第４ 監察報告等

1. 監察者は監察を行ったときは、すみやかに別記第１号様式の監察報告書により、そのてん末を取

りまとめ、意見を付して支庁長注１に報告するものとする。

2. 宅地開発関係法の規定に基づく勧告又は監督処分を必要とするものについては前項の監督報告書

にその旨を記載し、上司の指示を受けて必要な措置をするものとする。

第２章 監察の実施

第１ 改善を要する宅地についての監察

1. 改善を要する宅地に対する措置

(1) 監察者は宅地造成等規制法（以下「法」という。）第３条の規定に基づき指定された宅地造成工

事規制区域内の宅地で、宅地造成に伴う災害の防止のため、改善工事を行う必要があると認められ

るものを発見した場合は、その現況を適確に把握し、その内容を支庁長注１に報告するものとする。

(2) 前号の報告を受けた支庁長
注１
は、当該宅地の所有者、管理者又は占有者に対し、宅地造成等規

制法第１５条第２項注３の規定に基づく勧告をし、又は第１６条第１項注４に定める改善を命ずる措置

をとるものとする。この場合において、当該措置又は命令の通知書は別記第２号様式又は別記第

３号様式によるものとする。

2. 改善を要する宅地に関する記録

前項の勧告又は改善を命じた場合は、別記第４号様式の宅地防災勧告整理票又は別記第５号様式の

命令整理票に必要事項を記載して、これを保存するほか、別記第６号様式の宅地調書にその現況及び

経過を記録し、次の３種に分類整理して備えて置くものとする。
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(1) 崩壊等の現象が現れている宅地

(2) 前号の状態ではないが災害の可能性のあるもの

(3) 災害の可能性はあるが、現在はほぼ安定しているもの

第２ 無許可工事についての監察

1. 無許可工事に対する措置

(1) 監察者は開発関係法規による許可を受けないで施行している宅地開発工事（以下「無許可工事」

という。）を発見した場合には、当該工事の造成主又は請負人（下請人を含む。）若しくは現場管

理者（以下「工事関係者」という。）に対し、当該工事を停止するよう口頭により指導するととも

に、当該工事に伴う災害が発生するおそれがないかどうかを調査し、工事状況を写真撮影等によ

り記録した上で、その内容を支庁長
注１
に報告するものとする。

(2) 前号の報告を受けた支庁長
注１
は無許可工事について、宅地造成等規制法第１３条第２項

注５
、第

３項注６若しくは第５項注７、又は都市計画法第８１条第１項の規定に基づき、当該工事の停止等違

反を是正し、又は災害を防止するため必要な措置をとることを命ずるものとする。この場合にお

いて、当該命令の通知書は、別記第７号様式又は別記第８号様式によるものとする。

2. 聴聞の手続

(1) 支庁長
注１
が宅地造成等規制法第１３条第４項又は都市計画法第８１条第２項による聴聞を行う

場合における北海道聴聞規則（昭和２５年北海道規則第１４号）第３条の規定による告示は、同

条第３項の規定により北海道公報に登載するとともに、支庁
注２
及び聴聞に係る事件の存する市町

村の掲示場に掲示して行うものとする。

(2) 前号の掲示は、別記第９号様式によるものとする。

備考）行政手続法（平成５年法律第８８号）の施行（平成６年１０月１日）により、宅地造

成等規制法第１３条第４項及び都市計画法第８１条第２項は廃止され、法律上の聴聞の手続

は行政手続法に一元化されました。また、北海道行政手続条例（平成７年条例第１９号）及

び北海道聴聞規則（平成６年規則第１０１号）の制定により、北海道としての聴聞の手続も

これらによることとされ、「聴聞を行う場合の北海道公報への登載及び支庁等の掲示場への掲

示」は廃止されました。

3. 命令に関する記録

第１項第２号の工事の工事停止等を命じた場合は、別記第５号様式の命令整理簿に必要事項を記

載するほか、別記第１０号様式の無許可工事台帳に記録して事後の指導等に資するものとする。

4. 命令の履行されないものに対する措置

監察者は、工事の停止等を命じた場合において、当該命令を受けた者が正当な理由がなくして、

当該命令の内容を履行しないときは、当該命令の履行について積極的に警告するとともに、その経

過等を明確に記録しておくものとする。この場合において、再三の警告にかかわらず、命令を履行

しない者があるときは、上司の指示を受けて、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第２３９

条第２項の規定に基づいて告発の措置をとるものとする。

第３ 許可工事についての監察

宅地開発関係法の規定に基づき許可をした工事については、工事中において、開発行為等許可事

務取扱要領（昭和４８年３月２２日宅地第１９３号住宅都市部長通知）に定める事項につき適期に
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監察を行い、工事中の災害防止及び完了検査に備えるものとする。

第４ 特別監察

特別監察は、降雨期、融雪期等における災害を防止する等、臨時緊急の目的を持って、必要に応

じ実施するものとする。

第３章 関係機関との連けい等

第１ 災害の報告

支庁長
注１
は宅地又は宅地開発工事現場において、豪雨等により災害が発生したときは、土砂災害によ

る被害状況の報告について（昭和５９年１０月１１日砂防第７８０号、宅地第７５５号土木、住宅都市

両部長通達）の要領により、北海道住宅都市部注８長（都市整備課注９）あて報告するものとする。

第２ 防災関係機関への通知

支庁長
注１
は宅地開発関係法の規定に基づく勧告又は命令を行った宅地について、土砂崩壊等のおそれ

があり、付近住民の避難のための警報の伝達誘導等の準備が必要であると認められる場合には、警察、

消防等の防災関係機関にその旨を通知し、防災体制の連けいを図るものとする。

第３ 関係法令による取締りの連けい

支庁長
注１
は監察を行った宅地及び建築物につき、当該宅地若しくは建築物又はそれらに係る工事が他

の法令による取締りの対象となると認められる場合には、それらの法令の所管機関に対し、別記第１１

号様式の通知書により通報し、取締りの連携を図るものとする。

この場合において関係法令とは、おおむね次の法令をいう。

建設業法、建築基準法、建築士法、宅地建物取引業法、農地法、自然公園法、森林法、河川法、道路

法、文化財保護法、北海道自然環境等保全条例

第４ 建築主事との連けい

支庁長注１は無許可工事又は許可工事であって完了検査を終了していないものについては、関係建築主

事との連けいを密にして、宅地造成工事規制区域内における建築確認事務の取扱について（昭和４４年

３月２８日計宅発第２９条建設省計画局長通達）により処理するものとする。

第５ 監察実施報告

支庁長注１は監察の実施結果については、都市計画法施行細則（昭和４５年北海道規則第８２条）第３

条に定めるところにより知事に報告するものとする。

注１）支庁長は、現在の総合振興局長等です。

注２）支庁は、現在の総合振興局及び振興局です。

注３）宅地造成等規制法第１５条第２項は、現在の同法第１６条第２項です。

注４）宅地造成等規制法第１６条第１項は、現在の同法第１７条第２項です。

注５）宅地造成等規制法第１３条第２項は、現在は同法第１４条第２項です。

注６）宅地造成等規制法第１３条第３項は、現在は同法第１４条第３項です。

注７）宅地造成等規制法第１３条第５項は、現在は同法第１４条第４項です。

注８）土木、住宅都市部は現在は、建設部です。

注９）都市整備課は現在は、都市計画課です。

※別記様式（Ｐ１１１～１２６）については、適宜修正の上使用すること。
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別記第１号様式

監 察 報 告 書

決 僚

裁

欄

監 監

察 察
年 月 日 曜日 天候

月 区

日 域

監 察 者 職 氏 名 印

監 察 報 告

場 所

造成主

工事施工者

報告事項及び必要な措置

（〔報告事項及び必要な措置〕の記事の多い場合は全けい紙に続ける）
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別記第２号様式
第 号
年 月 日

様

支庁長 印

防 災 勧 告 書

次の１の宅地について、宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第15条第2項の規定により、次の

とおり防災措置を講ずるよう勧告します。

記

１ 宅地場所、宅地所有者等の住所及び氏名

宅 地 場 所

宅地所有者

宅地占有者住所氏名

宅地造成主

２ 勧 告 内 容

勧 告 理 由

勧 告 内 容

勧告内容に疑義のあるときは、あて連絡してください。
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別記第３号様式

第 号達

住所

氏名

13 2
宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第 条第 項の規定に

16 1

より、次のとおり災害の防止のための措置をとることを命ずる。

年 月 日

支庁長 印

1 土地の所在

2 災害防止のための措置をとることを必要とする理由

3 災害防止のためとるべき措置の内容

この処分に不服のある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に

北海道知事に対して審査請求をすることができる。この場合の審査請求は、支庁長を経由してくだ

さい。

（ 部 課 係）
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別記第４号様式

宅 地 防 災 勧 告 整 理 票

（ 団地）
防 災 勧 告 宅 地 場 所

被 勧 告 者 住 所

同 上 氏 名

勧 告 番 号 及 び 年 月 日 第 号 年 月 日

勧

告

理

由

勧

告

内

容

措

置

状

況
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別記第５号様式

命 令 整 理 票

命 令 宅 地 場 所

被 命 令 者 住 所

同 上 氏 名

命令番号及び年月日 第 号達 年 月 日

発見年月日 年 月 日 聴聞年月日 年 月 日

規制法 事業法 都市計画法
適用 条文

13条 1 2 3 4 5 6 16条 17条 81条

経

過

状

況

命 令 宅 地 場 所

被 命 令 者 住 所

同 上 氏 名

命令番号及び年月日 第 号達 年 月 日

発見年月日 年 月 日 聴聞年月日 年 月 日

規制法 事業法 都市計画法
適 用条文

13条 1 2 3 4 5 6 16条 17条 81条

経

過

状

況
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別記第６号様式

改善を要する宅地調書

整 理 番 号 宅地の所在地 所有者（又は造成主）の住所氏名

Ａ

Ｂ

Ｃ

無許可

許 可

発見又は許可年月日 観 察 者 職 氏 名

発
・ ・ ・

見

許
・ ・ ・

可

平 面 図 断 面 図

危

険

と

な

っ

て

い

る 説明

状

況

予想 人 命 家 屋 田 畑 道 路 鉄 道

被害 人 棟 ㎡ ｍ ｍ

改 恒久工法

善

工 応急工法

法
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年 月 日 事 項

改

善

実

施

状

況

又

は

監

察

所

見

及

び

指

導

内

容
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災
害
時
に
と
る
べ
き
措
置

改
善
実
施
計
画（

改
善
困
難
の
と
き
は
そ
の
理
由）

年 月 日 措 置 事 項 年 月 日 措 置 事 項

・ ・ ・ ・

行 ・ ・ ・ ・

政 ・ ・ ・ ・

措 ・ ・ ・ ・

置 ・ ・ ・ ・

の ・ ・ ・ ・

記 ・ ・ ・ ・

録 ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・
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年 月 日 事 項

改

善

実

施

状

況

又

は

監

察

所

見

及

び

指

導

内

容
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写 真
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別記第７号様式 その１

第 号達

住所

氏名

宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第13条第4項の規定により、

次のとおり工事（工事に係る作業）の施行の停止を命ずる。

年 月 日

支庁長 印

1 停止を命ずる工事に係る宅地の所在地

2 工事（工事に係る作業）の施行の停止を必要とする理由

宅地造成等規制法第8条第1項の規定に違反して、許可を受けないで工事の施行をしているため

この処分に不服のある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に

北海道知事に対して審査請求することができる。この場合の審査請求書は、支庁長を経由して提出

してください。

（ 部 課 係）
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別記第７号様式 その２

第 号達

住所

氏名

都市計画法（昭和43年法律第100号）第81条第1項の規定により、

次のとおり工事の施行の停止を命ずる。

年 月 日

支庁長 印

1 停止を命ずる工事に係る宅地（建築物、工作物）の所在地

2 工事の施行の停止を必要とする理由

都市計画法第29条（第37条、第43条第1項）の規定に違反して、許可を受けずに工事を施行し

ているため

この処分に不服のある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に

北海道開発審査会に対して審査請求することができる。この場合の審査請求書は、支庁長を経由し

て提出してください。

（ 部 課 係）
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別記第８号様式 その１

第 号達

住所

氏名

2
宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第13条第 項

3

都 市 計 画 法（昭和43年法律第100号）第81条第 1 項

災害の防止の
の規定により、次のとおり ため必要な措置をとることを命ずる。

違反を是正する

年 月 日

支庁長 印

1 措置をとるべき宅地（建築物）の所在地

2 措置すべき内容

3 措置を必要とする理由

この処分に不服のある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に

北 海 道 知 事
に対して審査請求することができる。この場合において、審査請求書は、支

北海道開発審査会

庁長を経由して提出してください。

（ 部 課 係）
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別記第８号様式 その２

第 号達

住所

氏名

宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第13条第 3 項

都 市 計 画 法（昭和43年法律第100号）第81条第 1 項

の規定により、次のとおり宅地（建築物、工作物）の使用を禁止する。

年 月 日

支庁長 印

1 使用を禁止する宅地（建築物、工作物）の所在地

2 使用を禁止する理由

この処分に不服のある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に

北 海 道 知 事
に対して審査請求することができる。この場合において、審査請求書は、支

北海道開発審査会

庁長を経由して提出してください。

（ 部 課 係）



別記第10号様式

規 制 法

無 許 可 工 事 台 帳
都 計 法

整理 造 成 主 措 置 年 月 日

所 在 地 面 積 処 理 処 分

番号 住 所 氏 名 発 見 聴 聞 工事停止命令 防災措置命令

5
-
2
5
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別記第11号様式

第 号
年 月 日

様

支庁長 印

宅地開発関係法令に違反している工事（宅地建築物）の通知について

宅地造成等規制法
の規定に違反している工事について、（同法に基づく監督処分にしましたが、）

都 市 計 画 法

当該工事又は関係人は、貴職の所管に係る次の法令の規制を受ける疑いがあるので通知します。

1 監督処分に係る宅地（建築物、工作物）の概要

所 在 地 面 積 違 反 条 項 法 令 年 月 日

㎡ 宅 地 造 成 等 規 制 法 昭和 年

都 市 計 画 法 月 日

第 条第 項

2 被命令者の概要

会 社 名 又 は 名 称

代 表 者 又 は 資 格 者 氏 名

会社の所在地又は資格者の住所

建設大臣、登録
登録又は免許の番号及び年月日 第 号 年 月 日

知 事、免許

3 貴職の所管に係る法令

（ 部 課 係）
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宅 地 第 ７ ５ ５ 号

砂 防 第 ７ ８ ０ 号

昭和５９年１０月１１日

注１０

各 支 庁 長

注９ 殿

各土木現業所長

注５

住宅都市部長
注５

土 木 部 長

土砂災害による被害状況の報告について

注１ 注２ 注３

このことについて建設省建設経済局宅地課民間宅地指導室長、同住宅局建築物防災対策室長、同河川
注４

局砂防部砂防課長から最近の異常気象における土石流、がけ崩れ災害が多発している現況に鑑み被害状

況をより的確に把握するため被害の内容報告を変更する旨の通達があり、今後の被害の報告については、

次の要領により統一して行うこととしたので関係機関と十分連携のうえ、報告されるよう特段の配慮を

お願いします。

昭和５２年４月１９日砂防第４７２号、宅地第２１５号「急傾斜地の崩壊等による被害状況の報告に

ついて」は廃止します。

なお、各支庁においては、報告要領、記載要領報告用紙を関係市町村あて送付し、周知徹底を図って

ください。

注６

（ 宅 地 課 開 発 規 制 係 ）
注７

（建築指導課建築防災係）
注８

（ 砂 防 災 害 課 砂 防 係 ）

注 １）建設省は現在は、国土交通省です。

注 ２）建設経済局宅地課民間宅地指導室は現在は、都市局都市計画課開発企画調査室です。

注 ３）建築物防災対策室は現在は、建築指導課建築物防災対策室です。

注 ４）砂防課は現在は、保全課です。

注 ５）住宅都市部及び土木部は現在は、建設部です。

注 ６）宅地課開発規制係は現在は、都市計画課基本計画グループです。

注 ７）建築防災係は現在は、建築安全推進グループです。

注 ８）砂防係は現在は、砂防・海岸グループです。

注 ９）土木現業所は現在は、建設管理部です。

注１０）支庁長は現在は、総合振興局長等です。
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土砂災害による被害状況の報告要領

１．土砂災害の種別及び報告の範囲

(1) 土石流、土砂流の場合
① 土石流危険渓流において土石流等の土砂流出が発生した場合は全て報告する。

② 土石流危険渓流以外であっても土砂流出により負傷者以上の人的被害、公共施設及び住宅に一

部破損以上の被害を生じたもの及びこれら被害のおそれが生じたものについて報告する。

(2) 急傾斜地崩壊、地すべりの場合
① 急傾斜地崩壊危険個所（総点検）に斜面崩壊が発生した場合は、全て報告する。

② 急傾斜地崩壊危険個所（総点検）以外で斜面崩壊が発生した場合は、人的被害及び人家、公共

建築物等に一部破損以上の被害があった場合のみ報告する。

③ 地すべりについては、地すべり危険個所、被害の有無にかかわらず地すべりが発生すれば全て

報告する。

２．報告系統 注６

土木現業所 注６ 注３ 注１

市町村 出張所 土木現業所 土木部（砂防災害課） 建設省河川局砂防部

事業課

注１ 注２

注５ 注３ 建設省建設経済局宅地開発課

支 庁 住宅都市部 注１

建設指導課 建設省住宅局建築指導課
注６ 注４

建 築 係 宅 地 課
注７

住宅管理係 建築指導課

(1) 市町村

市町村が土砂災害を知ったときは、直ちに上記系統により被害のあった場所、及び被害の概要を

電話若しくは口頭で速報し、現地調査の上、速やかに別紙様式で報告すること。

注５

(2) 支 庁
注５ 注８ 注６ 注３

支庁が土砂災害を知ったときは、振興課と連絡を密にし、土木現業所に合議を取り住宅都市部（宅
注４

地課、建築指導課）へ報告すること。

注６

(3) 土木現業所
注６ 注５ 注３

土木現業所が土砂災害を知ったときは、同出張所と連絡を密にし、支庁に合議を取り土木部砂防

災害課へ報告すること。

注３ 注３

(4) 土木部、住宅都市部
注３ 注３ 注４

土木部砂防災害課及び住宅都市部（宅地課、建築指導課）が前記報告を受けたときは、相互に通

知するものとする。
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３．報告用紙

４．記載要領 （略）

５．写 真

なお、上記の具体の内容は、平成１３年５月２８日付け国土交通省通知（次ページから）によってく

ださい。

注１）建設省は現在は、国土交通省です。

注２）建設経済局宅地課は現在は、都市局都市計画課開発企画調査室です。

注３）住宅都市部及び土木部は現在は、建設部です。

注４）宅地課は現在は都市計画課です。

注５）支庁は現在は、総合振興局及び振興局です。

総合振興局建設管理部建設行政室建設指導課（函館、旭川、稚内、網走、室蘭、十勝）

振興局産業振興部建設指導課 （石狩、檜山、後志、空知、日高、釧路、根室）

振興局建設管理部建設行政室建設指導課 （留萌）

注６）土木現業所は現在は、建設管理部です。

注７）建築係は現在は、建築住宅係です。

注８）住宅管理係は現在は、主査（建築住宅）です。

注９）振興課は現在は、地域政策課です。
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国 総 民 第 １ ３ 号

国 河 砂 第 ５ ４ 号

国 河 保 第 ２ ９ 号

国 住 防 第 １ 号

平成１３年５月２８日

各 地 方 整 備 局 河 川 部 長

北海道開発局建設部河川計画課長

沖縄総合事務局開発建設部長

各 都 道 府 県 担 当 部 長

各 指 定 都 市 都 市 担 当 局 長 殿

国土交通省総合政策局宅地課
印

民 間 宅 地 指 導 室 長

国土交通省砂防部砂防計画課長 印

国土交通省砂防部保全課長 印

国土交通省住宅局建築指導課
印

建 築 物 防 災 対 策 室 長

土砂災害による被害状況報告の提出について

土石流、地すべり、急傾斜地崩壊等の土砂災害が発生した場合（発生するおそれがある場合を含む）

においては、これら災害の対策に万全を期するため、被害状況を的確に把握した上で連絡を行うよう従

来から通知されているところであるが、このたび災害報告を別紙の通り定めたので、今後は本通知の趣

旨に鑑み、本省各担当部局に対し、各々速やかに報告ください。

なお昭和５９年８月１６日付建設省経民発第８号、建設省河砂発第５６号、建設省河傾発第２４号、

建設省住防発第２３号「土砂災害による被害状況報告の提出について」及び平成５年１０月２５日付建

設省河砂発第６３号「土砂災害による被害状況報告等について」は廃止する。

注）建設経済局宅地課民間宅地指導室は現在は、都市局都市安全課です。
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緊急報告用 第 報
災 害 報 告（土石流等） （ 年 月 日 時 現在）

ふりがな
地

発生
区

大字
場所 名

［都・道・府・県］ ［市・郡］ ［区・町・
村］

ふ り が な

河 川 名 ［１級・２級・その他］ 水系 川 ［沢・川・谷］

発 生 日 時 ［ 不明・調査中・確認済 ］ 年 月 日 時 分

災 害 形 態 土石流，土砂流・山腹崩壊・山林火災・その他（
）

異常気象名 観 測 所 名
気
象 連 続 雨 量 mm 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時
状

最 大 2 4 時 間 雨 量 mm/24hr 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時
況

最 大 時 間 雨 量 mm/hr 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

土 砂 流 出 状 流 出 土 砂 量 ｍ
３

河道閉塞 有・無 堆積状況 河積の ／ 程度

況

渓 流 の 情 報 区 分 Ⅰ ・ Ⅱ ・ 準ずる ・ 危険渓流ではない 流域面積 ｋ 河床勾配 1/
㎡

人 農 （種類・面積） 概略のポンチ絵（別途添付してもよい））
死 者 名 被害 才

的 地
被 行 方 不 明 名 者 才 被
害 害
負 傷 者 名 年齢 才

全壊・流出 戸 （公共施設・災害弱者関連施設（重要・一般）の名
称

被 人 半 壊 戸 は要記載）
家

害 一 部 破 損 戸
被

状 害 床 上 浸 水 戸

況 床 下 浸 水 戸

非 住 家 被 害 戸 宅地擁壁の被害 戸（空積・練積・ＲＣ・その他）

公共土木施設 （流出、破損、埋没、交通の不通状況 等を記載）

被 害
（砂防施設・道路・
鉄道・橋梁・河川構
造物等）

二次災害の可能性 （ 有 ・ 無 ）
保 km下流に人家 戸 （ 人） 道路名等

全

対 （その他）

象

避難状況（集落名、種類（勧告・指示・自主）、世帯数、人家、避難場所、勧告や指示の発令時刻 等を記載）

対応状況（どこがどのような対応（工事・監視等）を実施したorする予定か）

災害関連緊急事業申請の有無 ［有・無・調査中］

直 砂防指定地 （ 年指定） 地すべり防止区域 ［ 国土・林・農 ］

関係法令等 轄

（該当する 保 安 河川区域［ １級・２級・準用・普通 ］ 急傾斜地崩壊危険区域

項目に○を 林

つける） 国 有 土砂災害特別警戒区域 建築基準法による災害危険区域

林

民 有 土砂災害警戒区域 建築基準法により条例で建築を制限している区域

林

都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域 宅地造成工事規制区域

その他（ ）

報 告 者 ① 所属 氏名 ③ 所属 氏名

② 所属 氏名 ④ 所属 氏名
＊［添付図面等］

・都道府県全体が含まれる位置図、概況平面図、土砂流出状況が分かるポンチ絵、関連記事

＊第１報はその時点で判明している内容でよいので迅速に報告すること

＊写真は、別途e-mailにて送付すること
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詳細報告用（緊急報告を添付）

（渓流名）

災 害 報 告（土石流等） （ 年 月 日 時 現在）

観測所名及び渓流（谷出口）との距離 観 測 所 名 距離 km［

気 連 続 雨 量 （緊急報告に記載）
調

象 最 大 2 4 時 間 雨 量 （緊急報告に記載）
査

状 最 大 時 間 雨 量 （緊急報告に記載）
中

況・ 上記連続雨量以前１週 mm
確

間の連続総雨量（前期 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時
認
・ 降雨）
不 ※雨量状況については累加雨量グラフ、時間雨量表を、積雪

観測所と渓流（谷出口）との標高差 ｍ
明 積 雪・ ・融雪状況については土石流発生に関する１週間の気温

融雪状況 風向（災害発生時） 土石流発生に関する１週間の積雪及び日雨量を別紙に添付

する。ここで、土石流の発生時刻が明らかな場合はグラフ
風力（災害発生時） m/s

中に矢印で明記すること。

保全対象 人家戸数 戸

人 口 人

※土石流危険渓流または準ずる渓流 耕地面積 ha

の場合のみ危険渓流カルテの内容を 災害弱者関連施設 1有 ・2無 施設名

記入 公共施設 1有 ・2無 施設名

［調査中・確認済］ 土石流氾濫区域の面積 ㎡

土砂災害防止法 特 別 警 戒 区 警戒区域
域

人
※土石流による建物被害数を、法指 死 者 名 名

的
定の範囲内外、及び構造の別で該当 特別 特別

被 行方不明 名 名 警戒 警戒
する数をそれぞれ記入する。 警戒 警戒

害 区域 区域
負 傷 者 名 名 区域 区域

人
全壊・流出 戸 戸 木造 戸 戸 ＲＣ 戸 戸

家
被 半 壊 戸 戸 木造 戸 戸 ＲＣ 戸 戸

［調査中・確認済］ 害
一部損壊 戸 戸 木造 戸 戸 ＲＣ 戸 戸

市 町 村 地 域 渓 流 名 ［ 無・有］

防 防 災 計 画 へ 避難場所 ［ 無・有］ 施 設 名

災 の記載 避難経路 ［ 無・有］

計 表示板設置 ［ 無・有］ （ 箇所）
画

連続雨量 mm 時間雨量 mm/hr
警戒避難基準雨量の設定 ［ 無・有］

設定時期 年 月

氾濫区域Ⅰ 氾濫区域Ⅱ 氾濫区域Ⅲ

氾濫面積 ㎡ ㎡ ㎡

平均堆積深 ｍ ｍ ｍ

土砂流出状況 ［ 無・有］ 平均堆積深 ｍ ｍ ｍ

現 氾濫最大延長×氾濫最大 ｍ× ｍ

地 幅

調 氾濫終息点の勾配 度

査 最大礫径 ｍ

合 計 基 （透過型） （不透過型）
結

（砂防） 基 基 基
果 流域内の既存施設 ［ 無・有］

（治山） 基 基 基

（所管不明） 基 基 基

天然ダム ［ 無・有］

崩壊地付近の亀裂 ［ 無・有］

堆砂区域上流・堆砂地内・水通し部・ダム下流部
流木の堆積場所 ［ 無・有］

その他（ ）

市町村（部署名）
通報者または第一発見者

［ 確認済・不明］ 住民
（該当する項目に○をつける）

その他

座 北緯 度 分 秒

標 東経 度 分 秒
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土石流等災害報告記載要領

1.災害報告（土石流等）については次のとおりとする。
(1)報告の範囲は次のとおりとする。

① 土石流危険渓流において、土石流等の土砂流出が発生した場合は全て報告する。

② 土石流危険渓流以外であっても、土砂流出により負傷者以上の人的被害、公共施設及び住宅に一

部破損以上の被害を生じたもの及びこれら被害のおそれが生じたものについて報告する。

災害報告緊急報告用は災害発生時にわかる範囲内で各項目に順次記載し迅速に報告するとともに、新

たな情報の入手状況に応じて災害報告を更新することとする。（必ず第○報と記載する。）

災害報告詳細報告用は現地調査等により災害状況を把握し概要が確定した後に、災害報告緊急報告用

とあわせて報告することとする。

(2)災害報告の該当項目の記載にあたっては以下の点に留意することとする。
1)気象状況については該当する項目に記載するとともに、降雨による土石流の場合は累加雨量グラフ
および時間雨量表と前期雨量表を、融雪による土石流の場合は土石流発生に関する気温（発生時よ

り１週間前）、積雪深及び日雨量（発生時より１週間前）のグラフをそれぞれ別紙にて添付する。ま

た、各項目の記載にあたっての考え方は以下によることとする。

①観測所名および渓流（谷出口）との距離

雨量（気象）データを計測した観測所の名前と、観測所と災害が発生した渓流の谷出口との距離を

記入する。観測所は、災害発生地点に最も近い箇所とすることを基本とする。

②連続雨量

雨が降りはじめ(*1)てから土石流等の発生時に至る一連の降雨(*2)とする。

(*1)降りはじめ それ以前に２４時間以上の無降雨（雨量０ mm を含む）期間がある時点をいう。

(*2)一連の降雨 前後に２４時間以上の無降雨（雨量０ mm を含む）期間があるひとまとまりの降

雨のことをいう。

③最大２４時間雨量

災害が発生した一連の降雨において、前日の午前２時から当日の午前２時といった、２４時間の

間に計測された総雨量のうち最大の数値。

④最大時間雨量

災害が発生した一連の降雨において、８時００分から９時００分といった、正時から正時の１時

間に計測された雨量の内、最大の数値。

⑤上記連続雨量以前１週間の連続総雨量

「土砂災害に関する警報の発令と避難の指示のための降雨量設定指針（案）」において定義され

ている前期降雨にあたる。算出方法は以下のとおり。ただし、別紙にて添付する前期降雨表には２

週間前までの降雨量を記入する。

・前期降雨 災害発生時の連続雨量の降りはじめ時刻から起算して、その１週間（１６８時間）前ま

での降雨をいう。一連の降雨の降りはじめ時刻から起算して２４時間前までを１日前の降

雨、２４時間前から４８時間前までを２日前の降雨という。したがって、１日前の降雨量

は常に０ mmである。（下図参照）
⑥積雪・融雪状況欄は、融雪による土石流等の場合にのみ記入する。
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一連の降雨
前期降雨 （発生降雨、非発生降雨）

24時間以上 24時間以上

24 12 24 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24 12 24

5 5 5 5 5 5

７日前 ３日前 ２日前 １日前

＜参考図 一連の降雨と前期降雨＞

2)被害状況の区分は次の通りとする。
全壊……住宅の損壊した部分の床面積がその住宅の延べ面積の７０％以上に達したもの、または住

宅の主要構造部の被害額がその住宅の時価の５０％以上に達したものをいう。

半壊……損壊部分がその住宅の延べ面積の２０％以上７０％未満のもの、または住宅の主要構造部

の被害額が、その住宅の時価の２０％以上５０％未満のものをいう。

一部破損……住宅の主要構造部に被害があり、かつ「半壊」に満たないものをいう。

農地被害は被災した面積を記入し、可能であればその内訳を記入する。

公共施設（建物）および災害弱者関連施設の被害数は建物被害の中に含み、施設名を記入する。

公共土木施設被害には、砂防設備、河川構造物、道路、鉄道、橋梁等の建物以外の公共施設につい

てその被害の詳細を記入する。また、道路や鉄道については、被災により不通区間が生じている場合

は、これも記入する。

宅地擁壁の被害の欄は、擁壁に被害があった宅地の戸数と被災した擁壁の構造を記入する。

3)保全対象の欄には、報告段階における氾濫終息点（または山腹崩壊地等）から保全対象までの距離
と被害想定区域内または直近の主な保全対象の内容について記入する。

4)土砂災害防止法に基づき土石流の土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域が指定されている渓流
の場合、土石流により被災した人数や人家数を土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域ごとに記入

する。なお、被害区分の定義については(1)を、構造の分類については、固定資産税の家屋評価を参照
（軽量鉄骨造（プレハブ）、金属造は木造とする）。

5)災害終息後、現地調査結果に基づき以下により記載する。
①氾濫面積

土砂の流出範囲を現地での目視または空中写真により確認し、出来るだけ大縮尺の平面図上に描

き面積を求めて記入する。この時、氾濫区域Ⅰ～Ⅲ（次頁参照）に区分して記入するのが望ましい。

②平均堆積深・最大堆積深

先述の氾濫区域毎に堆積深の平均値及び最大値を１０ cm 単位程度で記入する。平均値については
氾濫規模が大きい場合は、３～４点程度を計測した平均値を算出するのが望ましい。

③氾濫最大延長、氾濫最大幅

延長が氾濫開始点から氾濫区域Ⅲの最遠点までの距離、幅が氾濫最大延長を測定した直線に対し

て直行方向に最大幅となる箇所の距離とする。

④氾濫終息点の勾配

氾濫区域Ⅰ（玉石混じりの土砂が堆積している範囲）の下流端付近の元地形勾配を氾濫終息点の

勾配として計測する。（この時、谷出口～氾濫終息点といった長い区間の平均勾配を計測しないこと。）

⑤流木の主な堆積場所

現地調査等の結果、流木の発生がある場合は、まとまった本数が堆積している箇所全てに○を記
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入する。（堆積場所の定義は次項参照）

6)土石流発生渓流の谷出口付近の座標がわかるようであれば記入する。

(3)概況平面図等作成時の留意点
① 極力縮尺の大きい地形図等を用いるものとする。また、縮尺、方位、基準となるスケールを記入

すること。

② 対象の渓流および災害発生箇所と保全対象、避難場所・経路、砂防施設、砂防指定地、土砂災害

警戒区域、同特別警戒区域等との位置関係等を明示する。

③ 土砂の氾濫・堆積、浸水範囲および天然ダム、崩壊地付近に見られる亀裂の位置、流木の主な堆

積位置等を明示する。

(4)土石流災害現場調査での留意事項
① 土石流の含水比を把握するため、土砂堆積後できる限り早く土砂サンプルを採取するものとする。

この際、密封性の高い容器（プラスチック製等）を使用することに留意すること（提出については

別途通知）。家屋等の被災状況の写真撮影にあたっては、可能な限りにおいて被害をもたらした流木

等の堆積状況と被災した家屋の構造等の撮影に努めること。

＜氾濫区域Ⅰ＞
玉石混じり土砂の堆積

＜氾濫区域Ⅱ＞
礫混じり土砂の堆積

＜氾濫区域Ⅲ＞
細粒土砂の堆積等

＜参考図 氾濫範囲の区分＞

←ダム下流部→ 堆砂区域上流
水通し部 堆砂地内

砂防ダム

＜参考図 砂防ダムにおける流木の堆積位置と堆積の分類＞
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緊急・詳細報告用 第 報
災 害 報 告（地すべり） （ 年 月 日 時 現在）

ふりがな
地

発生
区

大字
場所 名

［都・道・府・県］ ［市・郡］ ［区・町・

村］

発 生 日 時 ［ 不明・調査中・確認済 ］ 年 月 日 時 分
災 害 発 生 場異常気象名 観 測 所 名 所 ｋｍ

気
からの距離

象
連 続 雨 量 mm 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

状
況 最 大 2 4 時 間 雨 量 mm/24hr 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

最 大 時 間 雨 量 mm/hr 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

幅 ｍ 長さ ｍ 斜面勾配 移動層厚 ｍ 拡 大 の 見 込 有・無
度 み

地 す べ り 規 模
保全対象人家戸数 公共施設

戸
最大時間移動量（時速） ｍ or m 年 月 日 時 ～ 時 観測地点

m
移 年 月 日 時 分～ 観測地点
動 移 動 総 量 ｍ or m

m 年 月 日 時 分
状
況 近 年 の 移 動 履 歴 有・無 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

変 状 き裂 有・無 陥没 有 ・ 隆起 有 ・ 湧水 有 ・ 末端の押出の有無 有・無
無 無 無

地 す べ り 危 険 箇 所 該当 有・無 危険度 ［ Ａ・Ｂ・Ｃ ］ 所管 ［ 国土・林・農 ］
箇危
所険 地 す べ り 防 止 区 域 指定 有・無 指 定 年 既設対策工の有無 有 ・ 所管 ［ 国土・林・農 ］

年 無

人 農 （種類・面積）
死 者 《 》〈 〉名 被害

的 才 地
被 者 被
行 方 不 明 《 》〈 〉名

害 才 害
被 年齢

負 傷 者 《 》〈 〉名
才

害
人
全壊・流出 《 》〈 〉戸 木造 《 》〈 〉戸 ＲＣ 《 》〈 〉戸 （公共施設・災害弱者関連施設（重要・一

家
般）の名称は要記載）

状 被 半 壊 《 》〈 〉戸 木造 《 》〈 〉戸 ＲＣ 《 》〈 〉戸
況 害

一 部 破 損 《 》〈 〉戸 木造 《 》〈 〉戸 ＲＣ 《 》〈 〉戸

非 住 家 被 害 宅地擁壁の被害 戸（空積・練積・ＲＣ・その他）

戸

公共土木施設被害 （流出、破損、埋没、交通の不通状況 等を記載）
（砂防施設・道路・

鉄道・橋梁・河川構

造物等）

そ の 他

避難状況（集落名、種類（勧告・指示・自主）、世帯数、人数、避難場所、勧告や指示の発令時刻 等を記載）

対応状況（どこがどのような対応（工事・監視等）を実施したorする予定か）

災害関連緊急事業申請の有無 ［有・無・調査中］

直轄 砂防指定地 旧住宅地造成事業に関する法律の適用区域

保 安 土石流危険渓流［ Ⅰ・Ⅱ・準ずる ］ 建築基準法による災害危険区域

関係法令等 林

（該当する 国 有 急傾斜地崩壊危険区域 建築基準法により条例で建築を制限している区域

項目に○を 林

つける） 民 有 急傾斜地崩壊危険箇所 宅地造成工事規制区域

林

都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域 宅造基準条例の適用区域

土砂災害特別警戒区域 土砂災害警戒区域

災害対策基本法防災計画区域

その他（ ）

報 告 者 ① 所属 氏名 ③ 所属 氏名

② 所属 氏名 ④ 所属 氏名
＊第１報はその時点で判明している内容でよいので迅速に報告すること。 座 北緯 度 分 秒

標 東経 度 分 秒
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緊急・詳細報告用 第 報

地区名

平面図

断面図

＊写真は、別途e-mailにて送付すること
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地すべり災害報告記載要領

１．報告の範囲

地すべりが発生した場合に報告する。地すべり危険箇所の該当の有無、人家、公共施設等への被害の

有無にかかわらず報告すること。

２．報告事項

送付する資料は次のとおり。①、②、④については、ＦＡＸにて送付すること。③については、e-mail
にて送付すること。

①緊急・詳細報告様式

②位置図（県、土木事務所管内）

③写真

④その他（新聞記事、その他特記事項等）

３．報告時期

災害発生直後、様式の全項目が記入できなくても速やかに報告すること。以降、各項目が判明次第逐

次報告すること。

４．各項目の記入方法

（１）都道府県名

都道府県名を記入する。

（２）場所

災害が発生した場所、地区名について記入する。災害発生場所は少なくとも大字まで記入する。

地区名については、地すべり防止区域もしくは地すべり危険箇所の名称を確認の上記入すること。

また、地区名には必ずふりがなをつける。

（３）災害発生時刻

災害が発生した時刻を正確に記入する。なお、正確な時刻が不明な場合には、○時頃、○時～○時、

午前、午後等記入する。（正確な時刻が判明した時点で修正すること。）

（４）異常気象名

地すべりの原因（誘因）となった異常気象名を記入する。

例えば、「梅雨前線に伴う豪雨」、「台風」、「融雪」等記入する。地震により地すべりが発生した場合

には、「地震」と記入する。

（５）気象状況

気象状況は、地すべり近傍の雨量観測記録を記入する。逐次の報告毎に、最新の状況を記入するこ

と。「連続雨量」は、雨が降り始め（２４時間以上無降雨期間がある時点）から災害が発生した時まで

の降雨量とする。

「最大２４時間雨量」は、一連の降雨のうち最大の２４時間雨量を記入する。

「最大時間雨量」は一連降雨のうち最大の時間雨量を記入する。時間雨量の基準時は毎正時とする。

（６）地すべりの規模

「幅」は、滑動した地すべりブロック範囲の最大幅（地すべり移動方向と直交方向）を記入する。

「長さ」は、滑動した地すべりブロック範囲の最大長（地すべり移動方向）を記入する。

「斜面勾配」は、地すべり頭部と末端部を結んだ地表面の平均勾配を記入する。

「移動層厚」は、平均的な値を想定することとするが、次のような記入方法でも可とする。約○ｍ、

○～○ｍ、頭部○ｍ・末端部○ｍ、最大層厚○ｍ

「拡大の見込み」は、移動土塊の再移動が予想される場合や、隣接する上部もしくは側部斜面に亀裂

等の変状が認められる場合、地すべり土塊が天然ダムを形成し決壊する恐れがある場合等被害の拡大

が予想される場合には、有に○をすること。

「保全対象人家戸数」は、地すべり土塊がさらに移動、拡大した場合に被害の発生が想定される区

域の戸数を記入する。地すべり危険箇所、地すべり防止区域指定時の想定を参考に、地すべり拡大の
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可能性についても検討の上、想定される数字を記入する。公共施設については、「公共施設」欄に記入

する。予想精度が高まり次第、逐次修正すること。

幅 末端部の最大移動距離 長さ

地すべり 長
ブロック さ 移動層厚
範囲

堆積範囲 末端部の
最大移動距離

α：斜面勾配

（７）移動状況

「最大時間移動量」「移動総量」は、伸縮計、抜き板等による観測結果を記入する。移動速度にあわせ

て「ｍ」もしくは「mm」を○で囲み、適切な単位を選択すること。また、観測地点については、平面
図に記入した観測地点番号を記入すること。

近年の移動履歴がある場合には「近年の移動履歴」の有に○をし、年月日を記入すること。

「変状」は、き裂、陥没、隆起、湧水がある場合には有に○をする。

伸縮計等の設置位置、変状の確認された位置については、平面図に添付する。

（８）危険箇所

地すべり危険箇所に該当する場合は「危険度」、「所管」を記入する。「危険度」は調査結果より「Ａ」

「Ｂ」「Ｃ」のいずれかを記入する。「所管」については、「建設省」「構造改善局」「林野庁」のいずれ

かを記入する。

地すべり防止区域に指定されている場合は、指定年を記入すること。また、現在までに対策工が施

工されている場合には、「既設対策工の有無」欄の有に○をする。「所管」欄の記入方法は地すべり危

険箇所と同様に記入する。

（９）被害状況

人的被害について、死者数、行方不明者数、負傷者数を記入すること。人的被害がない場合には「０」

と記入する。調査中である場合には「調査中」と記入すること。途中段階であっても、死者数等が判

明している場合は判明している数字を記入の上、下段に「（調査中）」と記入する。土砂災害特別警戒

区域内での被災を《 》内書、土砂災害警戒区域内での被災を〈 〉内書とする。また、被災者の年

齢を列記する。

人家被害については、建物の全壊戸数、半壊戸数、一部破損戸数を記入する。記入方法は人的被害

と同様にする。

人家の被害区分は次のとおりとする。「人家被害」の欄について、軽量鉄骨構造（プレハブ）、金属

造は木造扱いとする。

全 壊・・・住宅の損壊した部分の床面積がその住宅の延べ面積の７０％以上に達したもの、ま

たは住宅の主要構造部の被害額がその住宅の時価の５０％以上に達したものをいう。

半 壊・・・損壊部分がその延べ面積の２０％以上７０％未満のもの、または住宅の主要構造部

の被害額がその住宅の時価の２０％以上５０％未満のものをいう。

一部破損・・・住宅の主要構造部に被害があり、かつ「半壊」に満たないものをいう。

「公共土木施設被害」の欄には、鉄道、道路、上下水道、河川等公共施設名を記入すること。

その他の欄には、田、畑等の被災面積を記入する。また、公共施設や災害弱者施設が被害を受けた

場合には、施設名を記入する。

宅地擁壁の被害の欄は、擁壁に被害があった宅地の戸数と被災した擁壁の構造を記入する。

（１０）避難状況及び応急対策

災害発生箇所において応急対策として実施した対策及び今後実施予定の対策を記入すること。具体

的には、対策工、警戒避難等の概要、消防団・自衛隊等の出動状況等を記入する。既に講じた対策と

今後実施予定の対策を明確に区別し記入すること。
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（１１）関係法令指定等状況

関係法令の指定状況の有無について該当する項目に○をつけること。

５．平面図、断面図

平面図、断面図の図示範囲は、地すべりの発生した斜面の尾根から谷までを含む範囲とするが、長大

な斜面の場合には地すべり発生域および移動土塊の堆積域を挟む遷急線、遷緩線等地形変化点間での範

囲に若干の余裕を加えた範囲とする。

一つの地すべり危険箇所、地すべり防止区域のうち、一部のブロックで地すべりが発生した場合には、

地すべり全体の範囲を図示すること。

平面図は、極力大縮尺の地形図をもちいること。平面図には、地すべり範囲、変状の位置、被災した

建物及び人的被害の発生場所を図示すること。また、地すべり土塊が滑落した場合には、土砂の堆積範

囲及び天然ダムの状況についても図示すること。

断面図には、地すべり発生前後の地表面、すべり面を図示すること。可能であれば地質構造について

も図示すること。

発生した地すべりの幅、長さを図上に表示すること。

また、別に県内及び土木事務所管内単位の位置図を別様（Ａ４）にて作成し添付する。

６．座標

地すべりの中心点付近の座標がわかるようであれば記入する。

７．その他

紙面の制約から、様式に記述できない場合には、「別紙」と記入の上、別紙に添付すること。

様式内の各項目は空欄としないこと、「調査中」等記入できない旨、記入すること。

当該地すべりに関する新聞記事がある場合には別紙に添付すること。



5-41

緊急・詳細報告用 第 報
災 害 報 告（がけ崩れ） （ 年 月 日 時 現在）

ふりがな
地

発生
区

大字
場所 名

［都・道・府・県］ ［市・郡］ ［区・町・

村］

発 生 日 時 ［ 不明・調査中・確認済 ］ 年 月 日 時 分
災 害 発 生 場

気 異常気象名 観 測 所 名 所 ｋｍ
からの距離

象
連 続 雨 量 mm 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

状
最 大 2 4 時 間 雨 量 mm/24hr 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

況
最 大 時 間 雨 量 mm/hr 年 月 日 時 ～ 年 月 日 時

自 然 斜 面 Ｈ＝ ｍ 横断図（別途添付しても良い） 概況平面図（別途添付しても良い）
斜

種
面 人 工 斜 面 Ｈ＝ ｍ

類
の

勾 配 θ１ 度

拡 大 の 見 込 み ［ 有・無 ］

保 全 対 象 人 家 戸 数 戸

高 巾 ｍ
さ ｍ

面 勾 配 θ 度
積 ㎡ ２

崩壊又は流出土砂量
ｍ３

崩
がけ下端の堆積深 ｍ

壊
の ①家屋 ｍ

がけ下端と被害家屋
状

までの距離 ②家屋 ｍ
況

①家屋 ｍ
被害家屋位置の
堆積深 ②家屋 ｍ

崩 土 の 到 達 距 離 ｍ

その他

人 （公共施設・災害弱者関連施設
死 者 《 》〈 〉名 被害 才

的 （重要・一般）の名称は要記
被 行 方 不 明 《 》〈 〉名 者 才 載）
害

負 傷 者 《 》〈 〉名 年齢 才
被

全壊・流出 《 》〈 〉戸 木造 《 》〈 〉戸 ＲＣ 《 》〈 〉戸
人

害 半 壊 《 》〈 〉戸 木造 《 》〈 〉戸 ＲＣ 《 》〈 〉戸
物 家

一 部 破 損 《 》〈 〉戸 木造 《 》〈 〉戸 ＲＣ 《 》〈 〉戸
的

状
非 住 家 被 害 戸 宅地擁壁の被害 戸（空積・練積・ＲＣ・その他）

被
公 共 土 木 施 設 被 害 （流出、破損、埋没、交通の不通状況 等を記載）

害 （砂防施設・道路・鉄道・橋
況

梁・河川構造物 等）

そ の 他

避難状況（集落名、種類（勧告・指示・自主）、世帯数、人数、避難場所、勧告や指示の発令時刻 等を記載）

対応状況（どこがどのような対応（工事・監視等）を実施したorする予定か）

災害関連緊急事業申請の有無 ［有・無・調査中］

直 砂防指定地 地すべり防止区域 ［国土・林・農］

轄

関係法令等 保 安 急傾斜地崩壊危険区域 旧住宅地造成事業に関する法律の適用区域

（該当する 林

項目に○を 国 有 土砂災害特別警戒区域 建築基準法による災害危険区域

つける） 林

民 有 土砂災害警戒区域 建築基準法により条例で建築を制限している区域

林

都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域 宅地造成工事規制区域

災害対策基本法防災計画区域 宅造基準条例の適用区域

急傾斜地崩壊危険実態調査箇所 地帯番号 箇所番号

その他（ ）

報 告 者 ① 所属 氏名 ③ 所属 氏名

② 所属 氏名 ④ 所属 氏名
＊第１報はその時点で判明している内容でよいので迅速に報告すること。 座 北緯 度 分 秒

＊写真は必要に応じて別途e-mailにて送付のこと 標 東経 度 分 秒
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がけ崩れ災害報告記載要領

１ 急傾斜地崩壊については次のとおりとする。

（１）報告の範囲は次のとおりとする。

①急傾斜地崩壊危険箇所（総点検）に斜面崩壊が発生した場合は全て報告する。

②急傾斜地崩壊危険箇所（総点検）以外で斜面崩壊が発生した場合は、人的被害及び人家、公共的

建物等に一部破損以上の被害があった場合のみ報告する。

（２）気象状況の欄の雨量の考え方は次のとおりとする。

①連続雨量は、雨が降り始めてから、崩壊の発生時に至る一連の雨量とする。

②最大２４時間雨量は、連続雨量のうち崩壊の発生時に至る２４時間の最大雨量とする。

③最大時間雨量は、連続雨量に係る降雨時間内の最大時間雨量とする。

（３）斜面の種類の欄で自然斜面、人工斜面について、まぎらわしいものは、次の図を参考の上判断す

ること。

ケース１ C ケース２ ケース３ CC

BB B

A A A

腰石積程度のみで、現地形 A～Ｂ間…人工斜面 原地形を切りこんでいるが、
より判断して斜面を危険側 Ｂ～Ｃ間…自然斜面 ほんのわずかで大部分が自然
に切りこんでいないものは 斜面の大半が人工である 状態であるので自然斜面とす
自然斜面とみなす。 ので、人工斜面とする。 る。

ケース４ ケース５ Ｃ

ＢＣＢ

A A

Ｂ～Ｃ間…盛 土 Ｂ～Ｃ間…盛 土
A～Ｂ間…自然斜面 A～Ｂ間…自然斜面
Ｂ～Ｃ間の盛土の規模が少なく、かつ Ｂ～Ｃ間は盛土の規模が大きくかつ崩壊
崩壊に対する影響が AＢ間に比し小さ に対する規模が AＢ間に比し大きいと考
いと考えられるので自然斜面とする。 えられるので人工斜面とする。
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（４）保全対象人家戸数のとり方は、一連の急傾斜地に係る人家密集地区で被害想定区域内にある人家

戸数とする。

（５）同一地区内にあって多数の崩壊を生じた場合、崩壊の状況欄の高さ、幅、面積、勾配の欄につい

ては、それぞれ崩壊箇所別にその状況を記入し、他の欄は合計、もしくは総合的状況の報告でよい。

（６）がけ下端と被害家屋までの距離には、がけに最も近接した家屋までの距離を記入する。被災家屋

が複数の場合は２番目に近接した家屋まで記入する。

（７）死者・負傷者等の内訳には年齢を列記する。また、土砂災害特別警戒区域内での被災を《 》内

書、土砂災害警戒区域内での被災を〈 〉内書とする。家屋や階数などの被災場所を概況平面図

横断図に死者（♂・♀）、負傷者（♂・♀）として記入する。死者・負傷者がいない場合は「０」又

は「なし」、不明の場合は「不明」と記入する。

（８）被害状況欄中、「全壊」とは、住宅の損壊した部分の床面積がその住宅の延べ面積の７０％以上に

達したもの、又は住宅の主要構造部の被害額がその住宅の時価５０％以上に達した程度のものをい

う。

「半壊」とは、損壊部分がその住宅の延べ面積の２０％以上７０％未満のもの、または住宅の主要

構造部の被害額が、その住宅の時価の２０％以上５０％未満のものをいう。

「一部破損」とは、住宅の主要構造部に被害があり、かつ「半壊」に満たないものをいう。

土砂災害特別警戒区域内での被災を《 》内書、土砂災害警戒区域内での被災を〈 〉内書とする。

（９）人家被害の内訳は木造（軽量鉄骨構造（プレハブ）、金属造等を含む）・ＲＣ造別とする。土砂災

害特別警戒区域内での被災を《 》内書、土砂災害警戒区域内での被災を〈 〉内書とする。

（10）宅地擁壁の被害の欄は、擁壁に被害があった宅地の戸数と被災した擁壁の構造を記入する。

（11）避難状況及び対応状況欄には、土砂排除、警戒避難の概要、消防団、自衛隊の出動救出状況等を

記載する。

（12）関係法令等欄には、被災地区が被災時点において記載された法律等の適用を受けていた状況につ

いて記入する。

（13）概況平面図、横断図は別葉でも良い。

（14）がけ崩れの中心点付近の座標がわかるようであれば記入する。
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［平断面図の記入例］

［崩壊規模の凡例］
＊θ１：平均傾斜角（°） Ａ
＊θ２：崩壊頭部との傾斜角（°） 20°以下＊ｈ：斜面の高さ（ｍ）
＊Ｈ：崩壊頭部までの高さ（ｍ） 表土
＊Ｗ：崩壊部分の幅（ｍ）
Ｄ：崩壊部分の深さ（ｍ）
Ｌ：崩壊部分の斜面長（ｍ）

＊ｄ０：斜面下端の堆積深（ｍ）
＊Ｌｍ：崩土の到達距離（ｍ） 崩壊後地盤線
＊Ｌ１ｍ：家屋までの距離（ｍ）
＊ｄ１：家屋①のがけ側の堆積深（ｍ）
＊Ｌ２ｍ：崩壊部分の斜面長（ｍ）
＊ｄ２：家屋②のがけ側の堆積深（ｍ） 崩壊頭部 花崗岩
＊災害報告時の記入事項

ｈ
崩壊前地盤線

Ｄ
Ｈ

ｄ０ θ１警 特警
Ａ θ２♂ ｄ２ ♀ ｄ１

のり尻（斜面下端）

Ｌ１ｍ

Ｌ２ｍ

崩土の到達距離 崩壊部分の斜面長
Ｌｍ Ｌ

特警
×①
ＲＣ
♀45

(1F)Ａ Ｗ Ａ

警

○②
木造
♂10

(1F)

［人的被害と被災家屋の凡例］
Ｎ

全壊家屋：× ＲＣ系家屋：ＲＣ

半壊家屋：△ 木造系家屋：木造

一部破損：○

死 者：♀年齢、♂年齢

（性別、年齢）
Ｓ＝１：１００

負 傷 者：♀年齢、♂年齢

（性別、年齢）

土砂災害特別警戒区域：特警

土砂災害警戒区域：警
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建設省計宅開発第２９号

建設省住指発第９９号

昭和４４年３月２８日

北 海 道 知 事 殿

建設省計画局長 印

建設省住宅局長 印

宅地造成工事規制区域内における建築確認

事務の取扱いについて（通達）

標記については、既に昭和３７年２月２７日付け建設省住発第５６号で通達したところであるが、今

回行政管理庁長官より建設大臣に対して、別添のとおり勧告があったので、以後、下記により宅地造成

等規制法担当部局と建築基準法担当部局との間で相互の調整を図るよう留意されたい。

なお、本件に関しては、貴管下各市町村長に対しても、周知徹底方お取り計らい願いたい。

記

1. 宅地造成等規制法担当部局は、許可をした宅地造成工事が完了した場合には、遅滞なく工事完了検査

を実施すること。このため、造成主に対する工事完成検査申請の督励、工事途中における報告の徴収、

必要な中間検査の実施及び是正措置の確認に努めること。また、宅地造成工事が全部完了しない場合

でも、部分検査が可能であれば、これを積極的に行うようにすること。

2. 宅地造成等規制法担当部局は、宅地造成工事について、宅地造成等規制法第８条第１項の規定による

許可の申請があつた場合、同法第１０条第１項の規定による処分をした場合又は同法第１２条第２項

の規定による検査済証を交付した場合には、そのつど当該施工地を管轄する建築主事に対してその旨

を通知すること。

3. 建築主事は、建築基準法第６条第１項の規定による建築確認の申請があつた場合において、当該申請

に係る建築物の敷地が宅地造成等規制法第８条第１項の規定による許可を要するにもかかわらず許可

を受けていないとき又は許可を受けているが同法第１２条第２項の規定による工事完了の検査済証の

交付を受けていないときは、あらかじめ許可又は工事完了の検査済証の交付を受けるよう指導に努め

ること。

4. 建築主事及び宅地造成等規制法担当部局の職員は、相互に密接な連携を保ち、上記の執行に如何なき

を期すこと。

（別添） 省 略
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○北 海 道 聴 聞 規 則

平成６年９月30日

規則第101号

［沿革］平成７年９月29日規則第69号改正、平成22年３月24日規則第17号改正

北海道聴聞規則をここに公布する。

北海道聴聞規則

（趣旨等）

第１条 この規則は、知事又は知事の権限に属する事務を委任された北海道行政組織規則（昭

和 41 年北海道規則第 21 号）第２条第３項に規定する出先機関の長（以下「知事等」という。）
が行政手続法（平成５年法律第 88 号。以下「法」という。）第３章第２節又は北海道行政手続
条例（平成７年北海道条例第 19 号。以下「条例」という。）第３章第２節の定めるところによ
り行う聴聞の手続に関し必要な事項を定めるものとする。

２ 聴聞の手続に関しこの規則に規定する事項について、他の法令に特別の定めがある場合は、

その定めるところによる。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（定義）

第２条 この規則における用語の意義は、法又は条例において使用する用語の例による。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（聴聞の期日又は場所の変更）

第３条 知事等が法第 15 条第１項又は条例第 15 条第１項の規定による通知（法第 15 条第３項又
は条例第 15 条第３項の規定による通知を含む。第６条第１項において同じ。）をした場合にお
いて、やむを得ない理由があるときは、当事者は、知事等に対し、聴聞の期日又は場所の変更

を申し出ることができる。

２ 知事等は、前項の規定による申出により又は職権で、聴聞の期日又は場所を変更することが

できる。

３ 知事等は、前項の規定により聴聞の期日又は場所を変更したときは、速やかに、その旨を当

事者及び参加人に通知しなければならない。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（関係人の参加許可の手続）

第４条 法第 17条第１項又は条例第 17条第１項の規定による許可の申請については、関係人は、
聴聞の期日の４日前までに、その氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表

者の氏名及び主たる事務所の所在地。以下同じ。）並びに当該聴聞に係る不利益処分につき利害

関係を有することの疎明を記載した書面を主宰者に提出することにより行うものとする。

２ 主宰者は、関係人の参加を許可したときは、速やかに、その旨を当該許可の申請を行った関

係人に通知しなければならない。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（文書等の閲覧の手続）

第５条 法第 18 条第１項又は条例第 18 条第１項の規定による閲覧の求めについては、当事者及
び当該不利益処分がされた場合に自己の利益を害されることとなる参加人（以下この条及び第

11 条第３項において「当事者等」という。）は、その氏名及び住所並びに閲覧をしようとする
資料の標目を記載した書面を知事等に提出することにより行うものとする。ただし、聴聞の

期日における審理の進行に応じて必要となった場合の閲覧については、口頭で求めれば足

りる。

２ 知事等は、閲覧を許可したときは、その場で閲覧させる場合を除き、速やかに、閲覧の日時

及び場所を当該当事者等に通知しなければならない。この場合において、知事等は、聴聞の審

理における当事者等の意見陳述の準備を妨げることがないよう配慮するものとする。

３ 知事等は、聴聞の期日における審理の進行に応じて必要となった資料の閲覧の求めがあった
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場合において、当該審理において閲覧させることができないとき（法第 18 条第１項後段又は条
例第 18条第１項後段の規定により閲覧を拒むときを除く。）は、閲覧の日時及び場所を指定し、
当該当事者等に通知しなければならない。この場合において、主宰者は、法第 22 条第１項又は
条例第 22 条第１項の規定により、当該閲覧の日時以降の日を新たな聴聞の期日として定めるも
のとする。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（主宰者の指名の手続）

第６条 法第 19 条第１項又は条例第 19 条第１項の規定による主宰者の指名は、法第 15 条第１項
又は条例第 15条第１項の規定による通知の時までに行うものとする。

２ 主宰者が法第 19 条第２項各号又は条例第 19 条第２項各号のいずれかに該当するに至ったと
きは、知事等は、速やかに、新たな主宰者を指名しなければならない。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（補佐人の出頭許可の手続）

第７条 法第 20条第３項又は条例第 20条第３項の許可の申請については、当事者又は参加人は、
聴聞の期日の４日前までに、補佐人の氏名、住所、当事者又は参加人との関係及び補佐する事

項を記載した書面を主宰者に提出することにより行うものとする。ただし、法第 20 条第３項又
は条例第 20 条第３項の許可を受けた当事者又は参加人が、当該許可に係る補佐人及びその補
佐する事項について、法第 22 条第２項（法第 25 条後段において準用する場合を含む。）又は
条例第 22 条第２項（条例第 25 条後段において準用する場合を含む。）の規定により通知され、
又は告知された聴聞の期日における補佐人の出頭の許可を受けようとするときは、当該聴聞の

期日までに口頭で求めれば足りる。

２ 主宰者は、補佐人の出頭の許可をしたときは、速やかに、その旨を当該許可の申請を行った

当事者又は参加人に通知しなければならない。

３ 補佐人の陳述は、当事者又は参加人が直ちに取り消さないときは、当該当事者又は参加人

が自ら陳述したものとみなす。

一部改正〔平成７年規則 69号・22年 17号〕
（聴聞の期日における陳述の制限及び秩序維持）

第８条 主宰者は、聴聞の期日に出頭した者が当該聴聞に係る事案の範囲を超えて陳述するとき

その他議事を整理するためにやむを得ないと認めるときは、その者に対し、その陳述を制限す

ることができる。

２ 主宰者は、前項に規定する場合のほか、聴聞の審理の秩序を維持するため、聴聞の審理を妨

害し、又はその秩序を乱す者に対し退場を命ずる等必要な措置を採ることができる。

（聴聞の期日における審理の公開）

第９条 知事等は、法第 20 条第６項又は条例第 20 条第６項の規定により聴聞の期日における審
理を公開することが相当と認めたときは、その旨を当事者又は参加人に速やかに通知するとと

もに、当該聴聞の期日及び場所を告示するものとする。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（陳述書の提出の方法）

第 10 条 法第 21 条第１項又は条例第 21 条第１項の規定による陳述書の提出については、当事者
又は参加人は、その氏名及び住所、聴聞の件名並びに当該聴聞に係る不利益処分の原因となる

事実その他当該聴聞に係る事案の内容についての意見を記載した書面により行うものとす

る。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（聴聞調書及び報告書の記載事項）

第 11 条 法第 24 条第１項又は条例第 24 条第１項の調書（以下「聴聞調書」という。）には、次
に掲げる事項（聴聞の期日における審理が行われなかった場合においては、第４号に掲げる事

項を除く。）を記載し、主宰者がこれに記名押印しなければならない。

(１) 聴聞の件名

(２) 聴聞の期日及び場所
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(３) 主宰者の氏名及び職名

(４) 聴聞の期日に出頭した当事者及び参加人又はこれらの者の代理人並びに補佐人（以下こ

の項において「聴聞参加者」という。）の氏名及び住所並びに当該行政庁の職員の氏名及

び職名

(５) 聴聞の期日に出頭しなかった聴聞参加者の氏名及び住所並びに出頭しなかったことにつ

いての正当な理由の有無

(６) 聴聞参加者及び当該行政庁の職員の陳述（提出された陳述書における意見の陳述を含む。）

の要旨

(７) 証拠書類等が提出された場合にあっては、その標目

(８) その他参考となるべき事項

２ 聴聞調書には、書面、図面、写真その他主宰者が適当と認めるものを添付して調書の一部と

することができる。

３ 法第 24 条第３項又は条例第 24 条第３項の報告書（以下「報告書」という。）には、次に掲げ
る事項を記載し、主宰者がこれに記名押印しなければならない。

(１) 不利益処分の原因となる事実に対する当事者等の主張

(２) 不利益処分の原因となる事実に対する当事者等の主張に理由があるかどうかについての

意見

(３) 前号の意見の理由

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（聴聞調書及び報告書の閲覧の手続）

第 12 条 法第 24 条第４項又は条例第 24 条第４項の規定による閲覧の求めについては、当事者又
は参加人は、その氏名及び住所並びに閲覧しようとする聴聞調書又は報告書の件名を記載し

た書面を、聴聞の終結前にあっては主宰者に、聴聞の終結後にあっては知事等に提出する

ことにより行うものとする。

２ 主宰者又は知事等は、閲覧を許可したときは、その場で閲覧させる場合を除き、速やかに、

閲覧の日時及び場所を当該閲覧を求めた当事者又は参加人に通知しなければならない。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成６年 10月１日から施行する。
（北海道聴聞規則の廃止）

２ 北海道聴聞規則（昭和 25年北海道規則第 14号）は、廃止する。
（経過措置）

３ この規則の施行前に旧北海道聴聞規則第３条第１項の規定による通告（これに相当する行為

を含む。以下同じ。）がされた場合においては、当該通告に係る知事が行う公開による聴聞又は

これに類するものの手続に関しては、この規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（覚せい剤取締法施行細則の一部改正）

４ 覚せい剤取締法施行細則（昭和 26年北海道規則第 181号）の一部を次のように改正する。
（次のよう略）

一部改正〔平成７年規則 69号〕
（家畜改良増殖法施行細則の一部改正）

５ 家畜改良増殖法施行細則（昭和 26年北海道規則第 27号）の一部を次のように改正する。
（次のよう略）

一部改正〔平成７年規則 69号〕
附 則（平成７年９月 29日規則第 69号）

１ この規則は、平成７年 10月１日から施行する。
２ この規則の施行前にこの規則による改正前の北海道聴聞規則附則第４項の規定によりなおそ

の効力を有することとされる旧北海道聴聞規則第３条第１項の規定による通告（これに相当す
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る行為を含む。以下同じ。）がされた場合においては、当該通告に係る知事が行う公開による聴

聞又はこれに類するものの手続に関しては、この規則による改正後の北海道聴聞規則の規定

にかかわらず、なお従前の例による。

附 則（平成 22年３月 24日規則第 17号抄）
（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。
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